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合計特殊出生率が5年連続で過去最低を更新し、1．25に低下するとともに、総人口が  

長期の人口減少過程に入ると予想され、人口の減少が深刻な問題となるなかで、総合  

的かつ実効性のある少子化対策を急ぎ講じる必要が叫ばれております。  

こうしたなかで、平成17年4月「次世代育成支援対策推進法」が全面施行され、従業  

員300人以‾Fの中小企業にも、一般車業主行動計画（以下「行動計画」という）を策定  

する努力義務が課され、労働者の職業生活と家庭生活との両立を支援する雇用環境の  

整備が求められています。  

しかし、中小企業においては、厳しい経営環境に加え、小規模性から生じる経営上の  

制約や負担増さらにはノウハウ不足から、また、行動計画に盛り込む内容についても大企  

業に比べ限界があることなどから、行動計画の策定が進まず、行動計画を策定・届出した  

企業はまだ少ないのが実状であります。  

また、平成19年4月からは、行動計画を策定し目標を達成したことなど、一定の基準を  

違左した企業に対し、「子育てサポート企業」としての厚生労働大臣の認定が開始される  

ことになっており、次世代育成支援に取り組む企業にとっては、企業イメージの向上や人  

材確保等に大きな効果が期待されております。  

このため、本会では、厚生労働省より委託を受け、平成16年度に「中小企業のための  

行動計画策定マニュアル」を、また、平成17年度に「中小企業のための行動計画策定  

ハンドブック＿を作成したのに続き、本年度においては、中小企業の行動計画の認定取  

得を支援するため、同省の委託を受けて、委員会を設置し、認定を受けるためのノウハウ  

や先進企業の事例を収録した「子育てサポート中小企業応援マニュアル」を作成しました。  

本書を、行動計画を策定し、認定を受けようとする中小企業の多くの方々に活用していた  

だければ幸甚に存じます。  

最後に、本書の作成に当たり、示唆に宮む貴重なご意見と多大な御協力をいただきま  

した日本大学法学部教授脊田部光一氏をは▲じめ、委員会委員の方々に深く感謝申し上  

げます。  

平成19年3月  

全国中小企業団体中央会   
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なぜ中小企業が「次世代育成支援」や「仕事と生活の両立支援」に  

取り組むことが求められるのですか  
● ■ ＝ ＝ ＝ ■ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ … ＝ … … ＝ ＝ … … ● － － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ● ●  

月〃5∽Jer  

1．少子化や共働きの増加に対応した働き方を整備するため  

●日本の少子化が急速に進行しており、これを放置しておけば、我が国の経済社会に深刻な影響を与えるこ   

とが懸念されています（図表1）。少子化の原因の1つとして、仕事と子育てとの両立に対する負担感が指   

摘されています。  

図表1●出生数及び合計特殊出生率の推移  
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注：1．1947～1972年は沖縄県を含まない。   
2．「合計特殊出生率」とは、15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が仮に  

その年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。  

（出典）厚生労働省「人口動態統計」   

●また、近年は、共働き世帯が増力0しており、最近は片働き世帯の数を上回っています。このため、男女の両方   

が仕事と子育ての両立を図る必要があります。   

仕事と子育ての両立を進めるには、保育所の整備など行政の取組みも大切ですが、それぞれの企業に   

おいても、「ワークライフ・バランス」（仕事と生活の調和）を実現する“多様な働き方”の整備に取り組む   

ことが求められています。  

㌣   



2．これからの中小企業の重要な「人財」確保策として   

国際競争がますます激化し、労働力人口の減少が予想されるなかで、中小企業が自社の優位性や競争力を  

維持・発展させていくためには、よい人材の採用・確保・定着や、従業員の労働意欲・生産性の向上など、人材  

活用の充実強化が不可欠となっています。このため、従業員の働きやすい職場環境を、自社の実情に沿った  

形でいかに整備していくかが、経営の大きな課題となっています。   

従業員の働きやすい職場づくりをすることは、企業にとっては「人財」を確保するための重要な「人事戦略」  

であり、「人材投資」でもあります。中小企業が、これに対応することは重要であり、中長期的に経営のプラス  

効果をもたらすことが期待できるのです。  

8〟e出ね〃＿2  

中小企業が「次世代育成支援」や「仕事と生活の両立支援」に取り組むと、  
企業繚営にどのような効果が期待できますか   
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A椚川／er  

優秀な人材の確保、従業員の労働意欲の向上、  
企業のイメージアップ等のプラス効果が期待できます   

図表2は、中小企業が行動計画を策定するメリ、ソトとしてどのようなものを考えているかを示したものです。  

現在、中小企業が行動計画策定のメリ、ソトとして考えているのは、「人材の定着」「社員のモチベーションの向  

上」「企業のイメージアップ」「女性の活用」「人材の採用」などであり、先進企業の事例調査でも、このよう  

なプラス効果が報告されています。  

→「Ⅳ企業事例編‥認定を目指す我が社の行動計画」（32ページ）を参照ください。  

図表2●中小企業が考える行動計画策定のメリット  
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（出典）全国中小企業団体中央会「中小企業における次世代育成支援に関するアンケート調査」  
（平成18年9月二   

払  
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先進企業の「次世代育成支援」や「仕事と生活の両立支援」に取り組む  

基本的な考え方を教えてください  
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先進企業では、以下のような考え方で「次世代育成支援」や  
「仕事と生活の両立支援」に取り組んでいます  

1．株式会社カミテ  

供の看護休暇制度、事業所内託児施設の設置等に  

積極的に取り組んできており、今後も経営戦略の一  

つとして推進してい＜。  

当社は、「少数精鋭主義」「社員と会社の双方の発展、  

幸福を追求し、明るく楽しい職場づくり」を経営理念  

の中に謳っている。これまでも社員の雇用環境の整  

備や働き方の見直しに関しては、育児休業制度、子  

2．株式会社長岡塗装店  

育成支援の取組みについても、子を持つ若い社員が  

当社に定着しつつ実力を上げ、当社の未来を託して  

いける人材に育っていって欲しいという経営者の考  

えがある。  

当社は、職業柄、“職人を育てる会社”であるだけに、  

社員を定着させ責重な戦力に育てる観点から、緻密  

なカリキュラムによる職場内a－【穎を実施するとともに、  

人事制度面においても“社員が安心して仕事に集  

中できる制度づくり”を常に心掛けている。次世代  

4．AWS株式会社  

まず社員の土台となる会社が、社員に対する思いや  

りを示す意味で、社員に優しい制度の一環となる子  

育て支援を行うこととした。  

当社では、基本理念として「実直（実業に徹し、正直  

に働く）」という社訓を掲げるが、これはソフトウエア  

を通して、“人に優しい”サ㌦ビスを顧客に提供する  

心構えを持つ必要性から示されたものである。そこで、  

5．三笠運輸株式会社  

たがって、今日の次世代育成支援についても、社員が  

安心して仕事に取り組める環境を与えることを課題  

としている。  

当社は、顧客へのサービスを提供する中で、“安心・安  

全”を基本理念として掲げているが、そのサービスを  

提供する社員に対しても、安心して働いてもらえる  

人事制度を築いていくことを常に心掛けてきた。し  

6．共立印刷株式会社  

子育て支援は、「“仕事と生活のメリハリ”こそが生  

産性の向上に繋がる」という理念に基づいて取り組  

んでいる。  

当社は、社員一人－一人の能力が結集する全員春画の  

経営を理念とするところから、個人の人間性やスキ  

ルを重視するとともに、その人事労務管理手法につ  

いては、局所ごとに柔軟な制度づくりを心掛けている。  

8   
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次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」と  

「認定制度」とは、どのようなものですか   
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月血旧朋／er  

1．次世代育成支援対策推進法が施行されています  

「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備す  

るために国、地方公共団体、企業、国民が担う責務を明らかにし、2015年までの10年間に集中的かつ計画的  

に取り組んでいくことを目的に、2005年4月1日から施行されています。  

●少子化の急速な進行による経済社会への影響  

●仕事と家庭の両立を可能にする環境整備が不十分  

●育児に対する負担感  など  

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環嘩の整備の推進  

10年間（2005年4月～2015年3月）の集中的かつ計画的な取組み  

一般事業主行動計画策定  地域行動計画策定  

従業員の仕事と子育てとの両立に対す  

る支援  

自社における多様な働き方の整備  

⑳地域における子育ての支援  

㊨イ呆育所の整備  

⑩子どもの心身の健やかな成長に資する   

教育環境の整備  地域における子育て支援   

⑬子育てを支援する生活環境の整備  

図表3は、同法施行後約1年半における、中小企業における次世代育成支援対策推進法の認知度を示した  

ものです。法律の「内容を知っていた」企業は3割弱で、「内容はわからないが聞いたことはある」企業が半  

数近くを占めています。  

図表3●中小企業における次世代育成支援対策推進法の認知度  

内容を紅っていた（28．ワ％）  

内容はよくわからないが聞いたことはある（46．4％：  

はじめて知った（24．2％）  

無 回 答（0．ワ％）  

（出典）全国中小企業団体中央会「中小企業における次世代育成支援に関するアンケート調査」  
（平成18年9月）  
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2．この法律において、自治体、企業は、モれぞれの「一般事業主行動計画」を   
策定することとなっています  

◆「一般事業主行動計画」（以下「行動計画」）とは   

企業が、従業員の仕事と家庭の両立を図るための雇用環境や、子育てをしていない従業員も含めた多様な  

労働条件の整備などの取組みを行うために、以下の3つの事項が含まれている行動計画のことをいいます。  

1国の計画期間は、2～5年とし、2015年3月31日までの期間をい  

くつかに区切ることを目安とします。  

関係法令で定められている最低基準を上回っており、現状から一  

歩でも二歩でも進んだものであれば、各企業で自由に決定できます。  

日標を達成するために、いつまでにどのようなことに取り組むかを  

具体的に記述します。   

従業員301人以上を雇用する企業は、この一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届  

け出ることが義務づけられています。また、従業員300人以下の企業には、同様の努力義務が課されています。  

◆ポイント  

行動計画の策定については、企業にとって負担の多いことを無理強いするもの  

ではありません。企業は、自社の実情に応じて、従業員のニーズを踏まえた上で、  

費用対効果＝従業員の満足度が最も高まるような計画を策定してください。  

実際の行動計画例：（株）カミテの行動計画楊  

㈱カミテの行動書十画   

社員が仕事と子育てを両立させることができ、社員全員が働きやすい環境をつくることによって、全ての社員がその能力を十分に発揮できるようにす  
るため、次のように行動計画を策定する。  

1．計画期間 平成17年4月1日カ、ら平成19年3月31日  

2．内  容  

⑳警設問内に、有給休場の取得状況を次の水準以上  
取得率1‥60％  

①芝若君畏誓嘉諾慧器慧認諾訟去  
年間を含む）。  

男性社員…取得率20％以上とすること  

女性社員‥■取得率100％とすること  ●平成17年4月～ 回覧、掲示板を活用した目標及び取得率の  

周知、従業員への有給休暇使用日数及び残  

日数の連結  ●平成17年4月 育児休業対象者がでた時点で、育児休業推  

進チームを設置し、業務内容、業務体制の見  

直しや代替要員の確保など育児休業を取得  

しやすい環境作りを行う。  

●平成17年度～ 育児休業対象者に対し、取得事例を交えた  
講習会を行う。  

①莞警君濫㌘所内託児所を地域の育児サ‾ク  

●平成17年6月迄地域育児サークルヘのニーズ調査  

●平成17年7月 事業所内託児所の開放  

平成17年7月までに看護休暇制度を充実させる。  

行動計画を策定届出をしている企業には、関連する助成制度の給付金が増額さ  

れて支給されるなどの優遇措置が講じられている場合があります（例えば、育児・  

介護雇用安定等助成金など）。各種助成制度や支給要件を確認してみてください。  

→相談窓口は39ページを季無ください。  

錮   



3．行動計画を達成するなど一定の条件を満たした企業は、認定が受けられ、  

「認定マーク」が活用できます【平成19年4月1日から認定開始】  

◆「認定」とlま   

行動計画を策定し、その計画で立てた目標を達成するなど一定の要件（基準）を満たす場合には、申請を  

行うことにより、厚生労働大臣（貝体的には都道府県労働局長）の認定を受けることができます。  

◆「認定マーク」とは   

この認定を受けた事業主は、「認定マーク」を広告  

や商品、名刺や封筒などにつけることができるように  

なり、「次世代育成支援対策に取り組んでいる企業」  

であることを対外的にアピールすることができます（認  

定を受けていないのにこのマークを利用すると罰則が  

科せられます）。  

ポー‾－卜し  

認定マーク（愛称くるみん） Q  

Q  
Q   

⊂）年酪  

◆ポイント  

行動計画を策定するのであれば、認定を受けて「認定マーク」を活用し、  

企業の内外にアピールしたほうが、中小企業にとってのメリットは大きい  

といえます。  

認定を受けるには、・、認定の仕組みや手続きについては、21ページをご覧下さい。  

「
軒
 
二
 
 
 

由  
▲  



8〟e如ね〃＿5  

中小企業では、行動計画をどのような手順で策定すればよいですか   
■ ■ ● ■ ● ● ● ● ● 〉 ■ ○ ■ ■ ● ▼ ● ■ ● ● ■ ■ ●、l■ ■ さ 0 0 ● ■ ● ● ●■il（■ ● ● ● ヽ■；ト 0 0 ● サ ● 爪 ●・● 事 ■、■ Jl 汁 ■ ▲ キ ー ■   ▼ I■ ■ ○l  ？ ■ ぐ ■ 一 汁 ● ■ ■，■ ■ ● ● ■ ～ ● 0ゝ 、r J  

月〃SⅣer  

行動計画の策定手順は、おおよそ次のフロー図に示したような  

段階を経て策定するのがよいでしょう。  

★行動計画策定から認定申請までのフD－★  

自社の方針、緩営毒の意向を明確にする   

【認定】を受けるかどうかを決める  

－づ㌣Ⅴ一  

自社の両立支援関連制度利用の現状、  

過去数年間の退職者数の現状などの確認  

、’甲二‾  

同業他社や同規模企業と比べた  

自社の両立支援レベルの確認  

’t‾轡、Tl   

育児をしている従業員、していない従業員の   

双方に対して、働き方に対するニーズを  

アンケート、ヒアリングなどで確認  

轡 

方針の確認  

自社の  

現状把握  

＝－ズの  

把 握  

目標の設定  計画期間の設定  

∴丁、   

目標達成のための対策の設定  

完  成  

行動計画を策定した旨の届出  

「ミ轡ず  

計画の実施  

彗轡㌢   

計画の届出   

と実施  

澗町   

認定の申請  

新たな計画の策定・実施へ  

幣   



8〟e如ね〃＿β  

行動計画の策定に当たって、どのような事前の準備をすればよいですか   

月〃5∽Jer  
－ 、、‥  

【．  こ －、  
【 Tl■■l■＿l  ＿▲■l 1．自社の方針を明確にしましょう う  

跳㌦〆   

行動計画の策定にあたっては、経営者が明確に「仕事と家庭の両立支援」を人事戦略の1つとして位置づ  

けることが不可欠です。   

まずは、経営者が自社の取組方針を明確にしましょう。認定を受けるかどうかによって、計画の内容が異な  

ってくることがあるので、認定を希望するのかどうかを、事前に明確にしておきましょう。  

㌻占有高遠涙を痘適しましょう   

行動計画は、自社の実情を崖菖まえ、「現状よりも少しでもよい労働環境にすること」が大切です。そのため  

には、現状を把握することが必要です。自社の現状を把握する方法としては、例えば以下のようなものが考  

えられますが、これらの中から、自社に合った方法を選んでください。  

⑳自社の育児支援制度の利用状況を確認する  

一定期間（例えば、過去5年程度）をさかのぽって、自社の両立支援関係制度の次の利用〕犬況を把握   

しましょう。   

・性別や年齢別の利用者数   

・どのように利用されているのか   

・育児・介護などを理由とした退職者数、など   

㊨厚生労働省が定めた「両立指標」を活用して、両立支援レベルの他社との比較をする  

あなたの会社で行われている両立支援策が、同じ業種・地域・規模の他社と比べてどの程度のレベ   

ルにあるかを確認するには、厚生労働省が定めた「両立指標」を活用すると便利です。  

次のホームページにアクセスしてください。グラフ等により、自社の自立支援レベルがわかります。  

『ファミリー・フレンドリーサイト』http：／／www．familyfriendly．jp  

⑳国が作成した「行動計画策定指針」を活用して、自社の課題を確認する   

自社の課題を詳しく確認したいときは、次のページの、国が作成した「行動計画策定指針」の各項目  

に沿って、「自分の会社はどの程度できているか」を○×△でチェックするのもよいでしょう。「従業員  

が意欲を持って働くために、何が必要か」がわかります。   

この行動計画策定指針は、行動計画の策定を都道府県労働局に届け出る様式にも掲載されています。  

→行動計画の届出様式は17ページを参照ください。  

⑩自社のレベルをチェックする  

10ページの『うちの会社のレベルをチェック』で、自社の「仕事と家庭の両立レベル」が確認できます。  

ぜひ書式してみてください。  

晦叩 瑚鱒叫ヽ  

3．従業員のニーズを把握しましょう   

従業員のニーズを把握するには、自己申告やアンケート、対象者を集めたヒアリングやグループインタビュ  

ーなどを行うことが有効です。また、日頃のコミュニケーションの中にも大切なことはたくさんあるでしょう。   

よい計画を策定するには、無理のない方法で、従業員の率直な意見を収集できるような方法を取り入れる  

ことが重要です。   

■a  




